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税務署において納税証明書の発行を拒否された件について 

 

前略 

最近、広島会、岡山会及び山口会の会員から、税務署に納税証明書の発行請

求を行ったところ、窓口の担当者から「10 月から行政書士からの請求は受け付

けないこととなった」、「業として請求を行う場合は税理士法違反に当たるた

め、行政書士の請求は受け付けられない。国税庁から日行連にも通達が行って

いるので、承知しているはず」と言われ、拒否されたとの連絡がありました。 

本会としては、行政書士が作成する書類に添付する納税証明書を代理して請

求することは、行政書士業務の附随行為であると認識しています。 

本件については、「令和 7年 12 月 4 日午前中に、国税庁から全国の税務署に

対し、行政書士が委任状を添付して納税証明書の交付を請求してきた場合に

は、従前どおり交付して差し支えない旨の周知を行った」ことを国税庁長官官

房の菅沼哲夫参事官に確認しましたので、お知らせいたします。 


